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「福岡コロナ警報」と今後の対応について（周知依頼） 

 

 

 福岡県にて令和２年８月２０日付けで標記について定められました。 

 つきましては、内容をご確認いただき、徹底した感染防止対策の実施協力をよ

ろしくお願いいたします。 

 また、会員各位への周知方よろしくお願いいたします。 



 公印省略 

２保総第１５１６号  

令和２年８月２４日  

 

 公益社団法人 福岡県薬剤師会長 殿 

 

 

            福岡県新型コロナウイルス感染症対策本部長 

                   福 岡 県 知 事  小 川 洋 

                    （がん感染症疾病対策班） 

 

 

「福岡コロナ警報」と今後の対応について 

 

福岡県新型コロナウイルス感染症対策本部において、令和２年８月２０日付で「『福岡

コロナ警報』と今後の対応について」を定めましたので、お知らせします。 

 つきましては、内容を十分御了知いただき、県民及び事業者が徹底した感染防止対策

を実施するよう、関係機関・団体等へ周知及び依頼くださいますようお願いします。 

 

記 

<添付資料> 

資料 「福岡コロナ警報」と今後の対応について 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

福岡県新型コロナウイルス感染症対策本部事務局 

電話番号：０９２－６４３－３３４２ 

ファックス：０９２－６４３－３６９７ 



 
 

令和２年８月２０日 

 

「福岡コロナ警報」と今後の対応について 

 
 

新型コロナウイルス感染症と長く向き合っていかなければならない中、県

では感染拡大防止と医療提供体制の維持・確保に取り組みながら、社会経

済のレベルを徐々に上げていくという方針を維持しつつ、取り組んでいるとこ

ろです。 

 

 ７月中旬以降、新規感染者及び感染経路不明者が増加し、病床稼働率

が上昇したことから、８月５日に「福岡コロナ警報」を発動し、医療提供体制

整備の要請とともに、クラスターの発生状況等を踏まえ、県民・事業者の皆

様に、新たな取組みを要請してきました。 

 

病床の稼働率は、８月５日以降、徐々に上がり、未だ予断を許さない状況

にあります。このため、「福岡コロナ警報」は引き続き発動することとしますが、

このところ、新規感染者は減少傾向にあり、協力を要請している飲食店等に

おけるクラスターは減少しています。この傾向が続いていけば、医療提供体

制への負荷は減少していくと見込まれます。［下記１］ 

 

今後、コロナと長く向き合っていかざるを得ない中で、休業要請や外出自

粛といった規制的な措置を長期間継続することは難しく、社会全体で感染

防止を進めていくことが重要であります。 

 

このため、社会経済活動への制約をできる限り小さくしつつ、感染防止を

図ることを基本に、直近の感染の現状を踏まえ、これまで県民、事業者の皆

様に対し行ってきた協力要請の内容を見直し、併せて、感染防止に取り組む

事業者への新たな支援を実施します。［下記２及び３］ 

 

 なお、今後の感染状況等を注視し、仮に、感染拡大がさらに進み、医療提

供体制の維持・確保が困難となった場合には、再度、県民、事業者の皆様に

さらなる措置をお願いすることになります。 

 

 



 

１． 「福岡コロナ警報」について 
 
［８月１９日現在］ 

①「感染者数」は、基準を超えているが、発動時点よりも減少している 

②「感染経路不明者の割合」は、直近２日間は基準を下回っている 

③「病床稼働率」は、基準を超え、上昇している 

④「重症病床稼働率」は、基準以下となっているが、上昇している 
 

→ 感染者数の状況には、改善が見られるが、病床の稼働率は、未だ予

断を許さない状況にあることから、「福岡コロナ警報」は引き続き発

動することとします。 

 

２． ８月２２日以降の事業者・県民に対する協力要請について 
 
（１）事業者 

・ 接待を伴う飲食店等※は、業種別ガイドラインを遵守するとともに、

県の「感染防止宣言ステッカー」を掲示するなど、感染防止対策に

取り組んでいる旨が利用客に分かるようにすること。 
 

８月８日～２１日の期間における以下の要請は、解除します。 

① 滞在時間を２時間以内とするよう利用客に促すこと。 

② 福岡市内の接待を伴う飲食店等で、業種別ガイドライ

ンを遵守していない店に対する休業協力要請。 
 
（２）県民 

① 接待を伴う飲食店等※で、業種別ガイドラインを遵守していない店

の利用を自粛すること。遵守しているかどうかは、感染防止対策に

取り組んでいる旨が分かる、県の「感染防止宣言ステッカー」の掲

示などを確認すること。 
 

８月８日～２１日の期間における以下の要請は、解除します。 

・会食や飲み会等は２時間以内とし、２次会・３次会等は控

えること。 

 
  ※ （１）新型インフルエンザ等対策特別措置法施行令第１１条第１項第１１

号に規定する遊興施設のうち、 
        ① 接待を伴う飲食店（名称に関わらず客の接待を伴うもの） 
        ② 酒類の提供を行う飲食店（バー、ナイトクラブ等） 
        ③ 酒類の提供を行うカラオケ店 
     （２）その他の酒類の提供を行う飲食店（居酒屋等） 



 

 

② 最近の感染状況を踏まえた一般的な要請 
 
〇 最近、学校や教育施設でクラスターが発生している状況に鑑み、

若い世代の人は、家庭内感染などにより、高齢者など重症化しや

すい人に感染を広げないよう慎重に行動すること。 

〇 大人数での会食や飲み会については、人数や会場の広さ、換気

などを総合的に勘案し、感染防止対策の徹底が図れないときは、

控えること。 

〇 通所介護（デイサービス）施設の利用にあたっては、クラスターが

発生している状況に鑑み、発熱等の症状が認められる場合は、

利用を控えること。 
 

なお、これまで、県民および事業者の皆様にお願いしてきた感染防

止対策（別紙２）については、引き続き、その徹底を図っていきます。 

 

３．事業者支援について 

今後、新型コロナウイルス感染症と長く向き合っていかなければなりま

せん。このような状況の中、県民が日常的に利用し、飲食の際にはマスク

を外すことで、感染リスクが高くなる「飲食店」の感染防止対策を支援し

ます。また、これらの飲食店を県民が安心して利用でき、飲食店の売り上

げ回復につながるよう、情報提供する事業を実施します。 

 

①  新型コロナウイルス感染防止対策助成金（仮称）の創設 

・概    要：マスク、消毒液などの感染対策に要する費用を助成。 

・対    象：県内の飲食店（持ち帰り店を除く約 48,000店） 

＊ 県の「感染防止宣言ステッカー」の掲示が必要 

・給 付 費：１事業者一律５万円（複数店舗を有する場合は１０万円） 

・事業総額：約２８億円（９月補正予算に計上） 

・実施時期：令和２年９月７日（予定） ※ 対象期間：令和２年４月１日～ 

 

②  飲食店紹介サイトでの「感染防止宣言ステッカー」掲示店舗の紹介 

・概    要：民間の飲食店紹介サイトにおいて、県の「感染防止宣言ス

テッカー」を掲示している店舗を紹介。 

・事業総額：約８百万円（９月補正予算に計上）  



 

別紙２  

＜感染防止対策の徹底＞ 
 
①基本的事項 

・一人一人が、「人にうつさない」、「人からうつされない」、「自分が感

染しているかもしれない」という意識を常に強く持つこと。 

・若い世代の人は無症状の方が多いため、高齢者など重症化しやすい

人に感染を広げないよう慎重に行動すること 

・マスク、手洗い、人との距離、三密の回避など、「新しい生活様式」（別

紙１）を実践すること。 

※気温・湿度が高い中でのマスクの着用は、熱中症のリスクが高くなるおそれ
があることから、「屋外で人と十分な距離（２ｍ以上）を確保できる場合には、

マスクを外す」、「周囲の人と十分な距離（２ｍ以上）を確保できる場所で、マ
スクを一時的に外して休憩する」など、適宜マスクを外すことで、熱中症の予
防を図ること 

 

②外出 

・外出にあたっては、自身の健康状態はもとより、目的地の感染状況、

利用する施設の感染防止対策を確認し、その必要性を判断すること 

・外出する場合は、 

 発熱等の症状がある場合、外出を控えること 

 各人による感染防止対策を徹底するとともに、感染防止対策が不

十分な場所への外出を避けること 

 「マスク」、「手洗い」、「人との距離」、「三密の回避」を守ること 

 観光地においては、人と人との間隔を確保すること 

 

③施設 

・全ての施設管理者は、「四方を空けた席配置」、「客の入れ替え時の

適切な消毒や清掃」など、業種別の感染拡大防止ガイドライン等に基

づき、徹底した感染防止対策を確実に講じること 

 

④催物（イベント等） 

・催物（イベント等）の開催にあたっては、徹底した感染防止対策を講じ

ることを前提として、以下を目安にすること 

【７月１０日～当面８月末までの間】 

屋内：５，０００人以下、かつ収容定員の半分程度以内の参加人数 

屋外：５，０００人以下、かつ人と人との距離を十分確保（できるだけ２ｍ） 



 

・全国的な人の移動を伴うイベントや、参加者が１，０００人を超えるよう

なイベントの開催を予定する場合には、施設管理者または主催者は、

その開催要件等について事前に県に相談すること 

・感染リスクへの対応が整わない場合は、主催者は、中止又は延期など

の対応を行うこと 

・祭り、花火大会、野外フェスティバル等、人数の管理が困難な行事のう

ち、全国的又は広域的な人の移動が見込まれるものや参加者の把握

が困難なものについては、引き続き、中止を含めて慎重に検討するこ

と。 

※地域で行われる盆踊り等、全国的又は広域的な人の移動が見込まれない

行事であって参加者がおおよそ把握できるものについては開催可能 

 

⑤職場への出勤等 

・在宅勤務（テレワーク）、時差出勤、自転車通勤の実施など、人との接

触を低減すること 


